
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
長さ方向の一端部に係止部材を有するとともに、雌雄いずれかの面ファスナーを有する伸
縮性部分と、前記雌雄いずれかの面ファスナーに対向する面ファスナーを設けられ、

非伸縮
性部分とが、それぞれ各端辺側に区分されて連続することを特徴とする荷崩れ防止ベルト
。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、荷物の搬送や保管の際に用いて、搬送中や保管中の荷物の落下等を防止するた
めの荷崩れ防止用ベルトに関し、特にはその全体として伸縮性を有して長さ調整、締め付
け強度の調整を良好に行うことができるとともに、伸縮性部材のみから成る荷崩れ防止用
ベルトと比べてその締め付け力が格段に優れ極めて安定強固な巻き付けを確保し得る荷崩
れ防止用ベルトに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
パレット等に積載された荷物の荷崩れ防止には、一般的にストレッチフィルムやベルトを
商品に巻き付け固定して行われている。
【０００３】
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この場合ストレッチフィルムは、荷物への巻き付け回数の増減によって荷物の結束力、固
定力を増減変更することができるため、重量物や軽量物、多数個や少数個など多種多様な
荷物状況に応じて適切な商品固定力を確保し得る点で都合が良いものである。
【０００４】
しかし荷物を搬送した後は、ストレッチフィルムを剥がして荷物を解く、つまり一度荷崩
れ防止用に使用されたストレッチフィルムは乱雑にクシャクシャと剥がされてもとのフィ
ルム状に戻らないため、この方法では、剥がしたストレッチフィルムを再利用できず、経
費と資源の無駄を生じていた。さらに廃棄処理されたストレッチフィルムは、分解するこ
となく蓄積するので、産業廃棄物として問題となる。一方、焼却処分では焼却時のガス等
によって人体に悪影響を及ぼすことがあり、保健衛生上でも問題となる。
【０００５】
そこで近頃は、上記欠点が無く何度も繰り返して使用することができる荷崩れ防止用ベル
ト（シート）で固定する方法、しかも端部の連結が容易且つ迅速に行えるように面ファス
ナーを設けた荷崩れ防止用ベルトが多く採用されている。このベルトは一般に帯状の織布
や合成樹脂製のシートとして用いられており締め付け強度を確保する点においては好適で
ある。しかし本来的に伸縮性を有しないため、荷物量の多少に応じて適切な長さ及び締め
付け強度を確保するためには、長さの異なる複数本のベルトを用意する必要があり、不便
であるとともにコストが高くつくこととなる。
【０００６】
またこれら荷崩れ防止用ベルトは、荷物が多量であって巻き付け寸法（長さ）が不足する
場合を除き広範に使用され、例えば逆に荷物量が少ない場合についても活用されるものの
、ベルトの片端辺を引っ張って締め付ければ、荷物量が少ないが故にベルトの端辺が余っ
てしまい、当該余ったベルト部分が荷物から垂れ下がりぶらぶらして邪魔になり、また他
物に引っかかる等危険でもあった。
【０００７】
一方、上記欠点を補うべく、実開昭６０－１０１４５８号公報や意匠登録第８７５３７４
号公報において、帯状のベルトや合成樹脂製のシートの中間部分等を切分けて、当該切分
けられたそれぞれの端部を短いゴムで連結した荷崩れ防止用ベルトが提案されており、そ
のゴムの伸縮によって巻き付け長さの調整や締め付け強度が確保されている。
【０００８】
しかしながら、上記ベルトの中間部等に部分的に設けられた短いゴムのみで長さや締め付
け強度を調整するために、伸縮幅が少なく活用範囲が制限され、多量の荷物の結束につい
て採用困難な場合がある。
【０００９】
また一方、類似部材として、帯状ベルトの全体を伸縮部材で形成した、例えばスキー等の
スポーツ用具を１つに束ねるという「結束具」が見受けられることから、上記部分的な短
ゴムの構造に替えて、かかる素材を適用して荷崩れ防止用ベルト全体に伸縮性をもたせる
ことも考えられる。
【００１０】
しかし伸縮素材のみから成る荷崩れ防止用ベルトは、たしかに伸縮によって巻き付け長さ
や締め付け強度を適宜変更選択することができるものの、結束力、荷物の締め付け力はそ
の採用する伸縮素材があらかじめ備える引っ張り力で決定され、且つ荷崩れ防止用ベルト
の全体において均等に発揮されるため、場合によってはベルトをどれだけ締め付けてもピ
ンと張りつめた状態にならず有効に荷崩れを防止できない場合がある。例えば伸縮度を極
めて大きなものとするべく柔軟性に富んだゴム材を用いたものは、逆に引張力の弱さから
、重量物を結束する場合には堅固な締め付けができず、これらを運搬移動する途中で荷崩
れが発生する。また柔軟性素材は、繰り返し使用に対して復元力が弱まり伸びきった状態
になることが多い。特に、重量物の結束に使用するとすぐさま伸びきった状態の、伸縮性
を有さない単なるベルトと化す場合が多い。さらに例えば角状荷物を複数個束ねる場合（
図１参照）において、巻き付けた荷崩れ防止用ベルトを強く引っ張って張設したとしても
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、荷物の角部の存在に起因する高い摩擦抵抗によって、当該角部より手前側つまりベルト
端部と角部までの間のベルト部分は強烈に伸張するものの、その角部より向こう側部分に
ついてはベルトの伸張が阻害され、結局各角部間毎に緩い締め付け部分と強力な締め付け
部分とが交互に発生するなどの不具合も見受けられる。
【００１１】
一方これらの欠点を防止するために、伸縮度が極めて小さな素材を用いれば、逆にわずか
な寸法で締め付けただけで強力な締め付けが確保されるが、この場合は伸縮素材があらか
じめ備える強い引っ張り力が発揮されたものであり、その分だけ荷崩れ防止用ベルトの全
体における伸張率は少なく、前述の伸縮性を有さない織布ベルトや合成樹脂製シートと略
同様に、広範な利用は困難である。
【００１２】
その他、伸縮性の如何を問わず、例えば前記ストレッチフィルムの如く荷崩れ防止用ベル
トを荷物へ巻き付ける回数の増減によって荷物固定力を増減変更させるならば、極めて長
い素材を用いて当該ベルト（シート）を形成しなければならず、製造コストが増大し何よ
りもその取扱において不便きわまりない。
【００１３】
【発明が解決する課題】
本発明は上記従来技術の欠点を鑑みてなされたものであり、荷物の搬送や保管の際に用い
て、その全体として伸縮性を有して長さ調整、締め付け強度の調整を良好に行うことがで
きるとともに、伸縮性部材のみから成る荷崩れ防止用ベルトと比べて締め付け強度が格段
に優れ極めて安定強固な巻き付けを確保し得、搬送中や保管中の荷物の落下等を有効に防
止することの可能な荷崩れ防止用ベルトを、安価に提供することを課題とする。
【００１４】
【課題を解決するための手段】
上記課題を解決すべく本発明が採用した手段は、長さ方向の一端部に係止部材を有すると
ともに、雌雄いずれかの面ファスナーを有する伸縮性部分と、前記雌雄いずれかの面ファ
スナーに対向する面ファスナーを設けられ、

非伸縮性部分とが、それぞれ各端辺側に区分さ
れて連続することを特徴とする。
【００１５】
【作用】
先ず本発明の荷崩れ防止用ベルトの伸縮性部分によって、荷崩れ防止用ベルトを荷物に巻
き付けて締め付けた場合、主として当該部分において長さ調整、締め付け強度の調整が行
われる。
【００１６】
そしてその配設長さを調整することによって、伸縮素材の伸縮性能を異ならしめるのでは
なく同一の伸縮性能を有する伸縮素材を用いた場合であっても、荷崩れ防止用ベルト全体
の長さ調整幅、締め付け強度の調整幅を極めて容易に設定、変更することが可能となる。
【００１７】
例えば、当該部分を荷崩れ防止用ベルト全体の長さの半分程に設ければ適度の伸縮性を持
たせることができ、一方その三分の一に設ければ引っ張り力、伸縮性はより制限され、荷
物が重量物である場合の有効な結束性能を得ることができる等、簡単に且つ自在に設定す
ることができる。
【００１８】
従って、その素材において適度な厚さや幅、或いは好適な伸縮度及び引っ張り強度を有す
る一の伸縮素材のみを採用して、使用勝手の極めて良い、しかも頑丈な、さらには最適の
伸張率を備えた荷崩れ防止用ベルトを、容易に安価に製造することが可能となる。
【００１９】
さらに当該伸縮性部分における伸張であるから、その伸張限度幅が短いため、前述したよ
うな、長いベルトの全体が均一に伸縮してどれだけ締め付けても荷物結束力、固定力が強
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くならないと云った欠点が減少される。
【００２０】
そして、たとえ当該部分が使用によって繰り返し伸縮変動するとしても、伸縮変動する長
さが短く摩擦疲労度が小さいため品質劣化度は低く抑えられる。よってそれほど激しいダ
メージを被らずに済み、復元力が弱まり伸びきった状態になるといった欠点が減少される
。
【００２１】
次に、荷崩れ防止用ベルトを荷物に巻き付けて締め付けた場合、本発明の非伸縮性部分に
よって丁度全体に伸縮性を有しない帯状の織布や合成樹脂製のシートの如き、堅固な締め
付け力が確保される。
【００２２】
そして、これら伸縮性部分と非伸縮性部分とはそれぞれ帯状ベルトの各端辺側に区分され
て連続することから、ベルトの何れかの端部を引っ張れば、この荷崩れ防止用ベルトの全
体においてバランスされた長さ調整、締め付け強度の調整がなされるとともに、堅固な締
め付け力が確保される。
【００２３】
この場合、非伸縮性部分の配設割合を、予め束ねようとする荷物或いは運搬パレットの規
格サイズにおける、その略３つの角部間の長さに合わせて設定しておけば、これを角状荷
物を束ねる場合に採用することによって（図１参照）、その全体に適切且つ極めて安定強
固な締め付け力が容易に得られる。すなわち、荷崩れ防止用ベルトを商品群に巻き付ける
と、当該非伸縮性部分が直接荷物の角部に当接する。そしてこの非伸縮性部分と荷物の角
部との摩擦抵抗度は、ゴムや合成樹脂性素材から成る伸縮性部材との摩擦抵抗度より低い
。従ってベルトの端部を引っ張って締め付ければ、非伸縮性部分は各角部を滑ってよりス
ムーズに引き寄せられる。よって、全体が伸縮性素材から成る荷崩れ防止用ベルトが持つ
、角部毎の高い摩擦抵抗によってベルトの伸張が阻害され、各角部間毎に緩い締め付け部
分と強力な締め付け部分とが交互に発生するといった欠点が軽減される。
【００２４】
また伸縮性部分と非伸縮性部分とはその終点部が帯状ベルトの各端辺側に設けられるもの
である。よって例えばベルト中間部に連結配置された従来のゴム部分が、巻き付けて締め
付けた後に、どこの場所に位置するのかが見当もつかないといった不具合を有していたの
に対して、必ず位置が予測し得、特定し得るということにおいて極めて使用勝手が良い。
【００２５】
さらに、上記従来ベルトにあっては、ゴム部分が荷物の反対側（背面側）に位置する場合
には、一端締め付けたベルトの緩みを修正するために当該荷物の反対側に回ってゴム部分
の張設状態を確認しなければならず、その後ゴム部分の張設具合を修正しさらに荷物の正
面側へ戻って、ベルト全体を引き締め直して調整するという作業を行わなければならない
。この点、本発明の荷崩れ防止用ベルトはその端部から一定長さに設けられる伸縮性部分
をチェックするのみで足り、巻き付けや緩みの修正に要する作業の効率が極めて向上する
。
【００２６】
さらに、従来のようなベルト中間部を切り分けて、切り分けられたそれぞれの各端部にゴ
ム縫合する等の手間のかかる作業が不要であり、製作作業上の煩雑さおよびコスト高とい
う欠点を解消することが可能となる。
【００２７】
また、長さ方向の一端部には係止部材を有することから、この係止部材を利用していわゆ
るテコの原理で折返し部分のベルト端部を引っ張ることができ、単なる面ファスナー相互
の係着によるものと比べて、より強固な巻き付けが確保される。そして長さ調整、締め付
け強度の調整作業もまた単に伸縮性部分の引き締め長さを増減すれば足りることから極め
て容易となる。
【００２８】
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さらに係止部材に挿通したベルト端部を折返せば、各部分上面に設けられた面ファスナー
相互を係着させることができ、荷崩れ防止用ベルトの連結をどの位置ででも行わせしめ、
その係着、解除作業も簡単となる。
【００２９】
そしてこれらの全体構成により、非伸縮性部材のみから成る荷崩れ防止用ベルトと比べて
一層伸縮性に富み、長さ調整、締め付け強度の調整を良好に行うことができるとともに、
その全体を短く形成することが可能となる。そしてまたベルトの片端辺を引っ張って締め
付け調整する際に、たとえ荷物量が少ない場合であってもベルトの端辺が余ることがなく
、余ったベルト部分が荷物から垂れ下がりぶらぶらして邪魔になり、また他物に引っかか
る等の危険も解消される。一方、伸縮性素材のみから成る荷崩れ防止用ベルトとの対比に
おいて、締め付け強度が格段に優れ極めて安定強固な巻き付けを確保し得ることとなる。
　さらに、前述したベルトの中間部等に部分的に設けられた短ゴムと比べて伸縮幅に余裕
が生じ、活用範囲も拡大され、多量の荷物の結束についても適用可能となる。
【００３０】
そして何よりも、荷物の種類や重量その他の特性に対応させて、伸縮性部分と非伸縮性部
分との比率を任意に選択して連結するのみで、搬送中や保管中の荷物の落下等を極めて適
切また有効に防止することの可能な荷崩れ防止用ベルトを形成することが可能となるので
ある。
【００３１】
【発明の実施の形態】
本発明について、実施例に示す図、及び符号を用いて説明する。
（実施例１）図１は、本発明の荷崩れ防止用ベルト１００を荷物の固定に適用した第一の
実施例である。
【００３２】
本発明の荷崩れ防止用ベルト１００は、帯状のベルトの各端辺側に区分されて連続する伸
縮性部分２と非伸縮性部分３とが設けられる。この実施例においては全体の長さが２００
cm、幅が５ cmに形成され、巻き付ける荷物の外周１８０ cmよりも長く形成してある。
【００３３】
伸縮性部分２は、一般に製造・使用の便宜及び耐久性などを勘案して、化学繊維からなる
帯状の伸縮性織布が用いられる。伸縮性部分２の幅、長さは使用目的に応じて調製され、
何ら特定されるものではないが、この実施例においては幅が５ cm、長さが１００ cmに形成
されている（図２、図３参照）。なお本実施例においては、製造作業の便宜のため、荷崩
れ防止用ベルト１００の略全体に１枚の伸縮性部材が用いられている。但し後述する如く
、一方端側（図２の左方端側）には非伸縮性部材が重ねて縫着されていることから、その
部分において伸縮性はなく非伸縮性部分３を構成し、これに続くその残余の他方端側部分
（図２の右方端側）のみが伸縮性部分２を構成している。
【００３４】
そしてこの他方端側の伸縮性部分２は、これを一方端の通しリング１を通してから引っ張
りつつ折り返して係着させるため、この伸縮性部分２による締め付けが荷崩れ防止用ベル
ト１００の全体に対して適宜の強さで作用し、有効に荷物を束ねることができる。なお図
１においては、リング１を通して折り返し係着させた当該折り返し部分、およびその下側
であって荷物の上面部に位置する折り返されていない部分の双方ともに伸縮性部分２とし
て形成されており、図２、図３に示された伸張していない状態つまり縮退状態の伸縮性部
分２と比べて、伸縮性部分２の全体長さは、引っ張って伸張された分だけ長くなっている
。
【００３５】
荷崩れ防止用ベルト１００の略全体、つまり上述した１枚の伸縮性部材の上面には、雌面
ファスナーＦが設けられる。なおこの場合、伸縮性部分２と非伸縮性部分３との両部分に
わたって設けられており、本発明において雌面ファスナーＦを設ける位置については使用
便宜が確保される限り何ら限定されない。
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本実施例の場合は、伸縮性部材自体を雄面ファスナーＦそのものに形成、つまり伸縮性素
材を用いて雄面ファスナーＦが形成されており、面ファスナーＦを有する帯状の伸縮性部
材の製造作業の効率化が図られている。なお面ファスナーＦの形成或いは取着方法は如何
なるものであっても良く、また雄面ファスナーＦを雌面ファスナーＧとして形成しても良
いことは云うまでもない。さらにこの実施例では面ファスナーＦを伸縮性部材の略全長に
設けているが、そのうちの例えば一端部近辺等、或いはさらに加えて中央部分等の如く、
一部分のみ或いは適宜間隔で複数箇所に形成してもよい。
【００３６】
次に、上記１枚の伸縮性部材の裏面の略左端部より中程まで、やや細幅な非伸縮性の部材
が取着されており、当該部分が非伸縮性部分３を構成する。
【００３７】
この非伸縮性部分３によって荷物がより強固に固定される。本実施例の場合は伸縮性部材
の補強目的をも兼ねて非伸縮性部材が取着されており、当該非伸縮性部分３はこの２重構
造により極めて強靱に形成され重量物の荷崩れをも有効に防止することができる。非伸縮
性部分３を形成すべく補強された非伸縮性部材の長さや幅は、本実施例に示す長さや幅に
限定されるものではなく、使用目的により適宜変更し得るものである。その素材について
も、使用の便宜性を勘案すると剛性を備えた合成繊維からなる織布が望ましいものの、荷
物を堅固に固定することができ、締め付けやすく、また取扱の便利な素材であれば何でも
よい。
【００３８】
さらに、この荷崩れ防止用ベルト１００の右端辺部、つまり伸縮性部分２の右端側上面に
は、前記した雄面ファスナーＦに対向する雌面ファスナーＧが縫着されている。雌面ファ
スナーＧの位置は、荷崩れ防止用ベルト１００を効率的に巻き付け固定するために、また
面ファスナーＦ、Ｇ相互の係着およびその解除作業を容易にするため、伸縮性部材１の端
辺部に設けられるが、上記雄面ファスナーＦに対向し且つ相互に係着可能である限り、伸
縮性部分２の端部から離隔した内側に設けても支障はない。
【００３９】
この面ファスナーＧの長さは、本実施例の場合は１５ cmに形成されているが、係着して荷
物を締め付けた際その係着が不用意に解除することのないよう適宜決定され、長ければ長
いほど強固な係着が可能となる。
【００４０】
なお、荷崩れ防止ベルト用１００の右端部には、巻き付け作業を容易とするために把手４
が突出して固着され、一方その左端部には、荷崩れ防止用ベルト１００の巻き付け及び締
め付け時の作業便宜を図るために係止部材１としての金属製の通しリングが連結固着され
ている。なお、係止部材１の形状や材質も図に示すものに限定されず、例えばＬ形その他
如何なるものであっても良い。
（実施例２）図４、５は、本発明の荷崩れ防止用ベルト１００の第２の実施例を示すもの
である。上記実施例１との相違は、伸縮性部材の裏面に取着された非伸縮性部材の幅が伸
縮性部材の幅と同一の厚幅に形成されており、厚幅な非伸縮性部分３を構成している点に
ある。
（ 。上記実施
例１、２との相違は、伸縮性部分２と非伸縮性部分３とがそれぞれの素材端辺部において
のみ縫着され一体化されている点、また、面ファスナーＦは伸縮性部分２に係る部材上に
設けられており、非伸縮性部分３には設けられていない点にある。
【００４１】
最後に図１に基づき、荷崩れ防止用ベルト１００を荷物に巻き付け固定する手順を説明す
る。複数個の荷物を束ねて固定する際には、先ず荷物の適切な位置に荷崩れ防止用ベルト
１００を巻き付け、把手４の部分及び伸縮性部分２を通しリング１に通して折り返す。次
に把手４を引っ張りながら荷崩れ防止ベルト１００を締め付ける。そしてこの伸縮性部分
２を十分に引っ張って荷崩れ防止ベルト１００が適度に伸張し効果的な締め付け度を得た
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時点で、伸縮性部分２或いは非伸縮性部分３に設けられている雄面ファスナーＦに伸縮性
部分２の雌面ファスナーＧを重ね合わせて係着する。これにより、荷崩れ防止用ベルト１
００は極めて強固に締め付けられて、たとえ重量荷物であったとしても有効にこれを束ね
その荷崩れが防止される。
【００４２】
【発明の効果】
本発明の荷崩れ防止用ベルトは、長さ方向の一端部に係止部材を有するとともに、雌雄い
ずれかの面ファスナーを有する伸縮性部分と、この雌雄いずれかの面ファスナーに対向す
る面ファスナーを設けた非伸縮性部分とが、それぞれ各端辺側に区分されて連続すること
から、荷物の搬送や保管の際に用いて、その全体として伸縮性を有して長さ調整、締め付
け強度の調整を良好に行うことができる。
【００４３】
また、伸縮性素材のみから成る荷崩れ防止用ベルトと比べてその締め付け強度が格段に優
れ、極めて安定強固な巻き付けを確保することができる。
【００４４】
さらにベルト中間部にゴム部分を連結配置した従来ベルトと異なり、端部から一定長さに
設けられる伸縮性部分をチェックするのみで、巻き付け作業や緩みの修正作業を簡単に行
うことができる。
【００４５】
それ故に、搬送中や保管中の例えば大きな荷物や重い荷物であっても強固に固定すること
ができ、荷物の落下等を有効に防止するという優れた効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の荷崩れ防止用ベルト１００に係る、第１の実施例についての使用状態を
示す斜視図である。
【図２】図１の荷崩れ防止用ベルト１００の正面図である。
【図３】図１の荷崩れ防止用ベルト１００の平面図である。
【図４】本発明の荷崩れ防止用ベルト１００に係る、第２の実施例の正面図である。
【図５】図４の荷崩れ防止用ベルト１００の平面図である。
【図６】本発明の荷崩れ防止用ベルト１００に係る、 の正面図である。
【図７】図６の荷崩れ防止用ベルト１００の平面図である。
【符号の説明】
１　係止部材
２　伸縮性部分
３　非伸縮性部分
４　把手
Ｆ　面ファスナー
Ｇ　対向する面ファスナー
１００　荷崩れ
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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